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○ 病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の
高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○このため、平成 26 年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、
各都道府県に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担
○都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／目標と計画期間（原則１年間）／事業の
内容、費用の額等／事業の評価方法 ※2

※１都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の
     実情を踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※２都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

 国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用
○都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

地域医療介護総合確保基金の対象事業（赤：医療分）

1-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整

  備に関する事業
1-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機能⼜は病床数の変更

      に関する事業
２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）
４ 医療従事者の確保に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業
６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

令和８年度予算案：公費で1390億円
（医療分960億円、介護分430億円）



基金事業要望の流れ（イメージ）
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県
（医療政策課）

＜関係団体＞

病院・診療所

医師会

歯科医師会

薬剤師会

看護協会 等

医療審議会
地域医療対策協議会

国へ要望

地域医療構想調整会議
（地域医療保健協議会）

各圏域
（保健所）

＜関係団体＞

圏域の病院・診療所

地区医師会

地区歯科医師会 等

【県全体】

【構想区域内】

要望書提出

要望照会

要望聞取り

「圏域事業の提案」、「病床機能分化・連携」に関する事業

事業全体の調整・とりまとめ
県計画作成

県全体での事業メニュー、
採択事業の決定・承認等

圏域での提案事業の検討・承認
(圏域での合意）

圏域での調整・とりまとめ

②

③

①

⑤

⑥

④

・圏域での課題解決に向けた事業
・病床の機能分化・連携に係る事業

※必要に応じて
提案者による説明

圏域提案事業報告
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主な事業（事業者提案事業①）

実施主体 鳥取県立中央病院 事業区分 Ⅰ-1.地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名 （新）東部圏域におけるIVR-CT装置整備事業

現状
・

課題

・令和７年４月に鳥取赤十字病院のIVR-CT運用が休止となり、東部圏域でのIVRーCT運用は中央病院のみ。
・現在のIVR-CTは整備後１４年を経過し、老朽化が進んでいることから、更新が必要。

事業内容

東部圏域における地域医療構想と連携した、質の高いがん医療・救急医療を提供するため、老朽化したIVR-CT
（H24整備）を更新し、２４時間３６５日、IVR専門医による安定的なIVR-CT運用体制を維持する。

※東部圏域で他に整備している医療機関はない

＜IVR-CTを使った治療・検査の例＞
・がん（肝臓など）治療
・救急医療（外傷や疾病などによる体内出血の止血）
・生検（確実に組織を採取可能なCTガイド下生検）
・ドレナージ（体内に溜まった膿や血液を排出するためのチューブ挿入） など

事業実施に
より見込ま
れる効果

東部圏域における質の高いがん医療・救急医療の提供

所要額 ２８７，０７８，０００円 補助率 1/2 基金充当額 １４３，５３９，０００円

採択・
不採択 継続審議 （ 圏域の調整会議での同意を得る必要あり ）
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